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まえがき
　政府の発表によれば，日本経済は緩やかな回復基調にあ
るとされるが，国民の間にはその実感が乏しいという見方
もある。これは，昨年夏に相次いだ自然災害の経済への影
響も大きいと思われる。電力関連分野に目を転じれば，東
日本大震災の影響が長く尾を引く中，現在は健全な経営下
にあるとは言え，電気学会を取り巻く事業環境は楽観視で
きない状況にある。
　平成 30 年 9 月 6 日に発生した北海道胆振東部地震に伴
うブラックアウトに見るように，電気が途絶えれば社会の
機能が完全に麻痺するという現実に直面したことで，『電
気』が現代社会の最重要基盤であることが国民の間にも認
知された。このことからも，電力の安定供給技術を含む電
気学術を一手に担う電気学会は，社会にとって必要不可欠
な存在となっている。したがって電気学会は，経営体力を
高めた盤石な体制のもとで，電気学術を通して豊かで安全
な社会の実現に貢献していく必要がある。このため電気学
会は，行動目標および重点的に行うべき 4 つの活動をグラ
ンドデザイン＊として定め，個別のアクションプランの検
討・実施を推し進めてきた。
　また電気学会は，高度な専門家集団として学会誌・論文
誌の発刊や国際会議の開催を通じ，今後もグローバルに情
報発信を続けていくことは勿論のこと，時機に適ったスロ
ーガンを掲げ，それに沿った活動も展開している。例えば
平成 29 年度には，産・官が主導した Society5 .0 のプラッ
トフォームに電気学会各部門の学術活動をマッピングし，
学会活動と産業界との関連を瞬時に捉えられるよう「活動

1．会員に関する事項【定款第 3章】
（1）令和元年度の会員数は，下表のように想定する。
（2）会員制度の充実と会員増加策

2．役員等に関する事項【定款第 3，5章】
　アンダーラインで令和元年度改選された方を示す。

（1）令和元年度本部役員

の見える化」に着手した。また平成 30 年度は「Innovation 
Platform」を構想し，産・学連携強化の基本的枠組みにつ
いて検討を行い，活動に着手した。
　本年度は，これまでの会長スローガンとの一貫性を重視
し，更に深化するため，「平成から令和へ　繋がる・拓く

『連携』の未来」を会長スローガンとして，連携強化への
取り組みを推し進める。具体的には，（１）個々に展開さ
れている優れた活動を取り入れるための部門間・支部間の
連携，（２）新たな Innovation 創出に向けた研究交流の場
を提供するための学会間の連携，（３）貴重な活動成果が
埋没することなく社会に有効活用されるためのアピールの
場所としての産・学・官の連携を念頭に，これまでの『連
携』の枠組みを強化する。さらに，学会の活動が社会に広
く認知され，『電気』への正しい理解が深まるよう，『広
報』を徹底する。

＊電気学会グランドデザイン
　【行動目標】「会員に魅力ある場を提供する」
　　　　　 　 「豊かで安心安全な社会，持続的発展が可能

な社会の実現に貢献する」
　【重点的に行うべき 4 つの活動】
　　　　　　 「電気学術の発展と国際化への貢献」
　　　　　　  「科学技術を担う多様な人材の創出，育成，

活躍の促進」
　　　　　　 「標準化・規格化による戦略的活動と提言」
　　　　　　  「社会への情報発信と認知（プレゼンス）の

向上」

　　理　　事：中川聡子（東京都市大学）
　　　 同 　：斉藤史郎（東芝）
　　　 同 　：今井伸一（東京電力パワーグリッド）

一般社団法人　電気学会

令和元年度　事業計画
（自平成 31 年 4 月 1 日〜至令和 2年 3月 31 日）

種別
項目

名誉員
正　員 准員 学生員 計 事業維持員

平 成 30 年 度 末 会 員 数 17 ,846 275 2 ,574 20 ,698 385 社（2,344 口）
入 会 ・ 復 会 予 定 839 20 1 ,450 2 ,309   21 社（   22 口）
資 格 変 更 972 62 －903 131 ─　 　　─
退 会 予 測 －2,013 －82 －547 －2 ,642 －16 社（ －17 口）
増 減 －202 0 0 －202 5 社（　　5 口）
令 和 元 年 度 末 会 員 数（ 推 定 ） 17 ,915 240 2 ,650 20 ,805 374 社（2,311 口）

　継続して個人会員・事業維持員の会員増員・退会防止策
を展開する。
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　　　 同 　：岩田幹正（電力中央研究所）
　　研究調査担当：髙尾智明（上智大学）
　　　 同 　：上蔀誠二（富士電機）
　　広報・国際化担当：二田丈之（電源開発）
　　　 同 　：伊藤孝充（明電舎）
　　SNS プロモーション担当：飯岡大輔（東北大学）
　　監　　事：進士誉夫（電力広域的運営推進機関）
　　　 同 　：松下義尚（関西電力）
　C 部門
　　部 門 長：神保泰彦（東京大学）
　　次期部門長：森　一之（三菱電機）
　　副部門長：中島慶人（電力中央研究所）
　　　 同 　：福見　稔（徳島大学）
　　総務企画担当：大牧弘幸（関西電力）
　　　 同 　：内山宏樹（日立製作所）
　　会計担当：山本敬之（日本電気）
　　　 同 　：中本裕之（富士通）
　　編修担当：玉田隆史（三菱電機）
　　　 同 　：鈴木昌和（東海大学）
　　研究調査担当：中谷博司（東芝）
　　　 同 　：佐々木清吾（防衛大学校）
　　広報・情報化担当：藤原伸行（明電舎）
　　　 同 　：佐藤広生（東京工業大学）
　　国際化担当：遊佐博幸（電力中央研究所）
　　　 同 　：八木　透（東京工業大学）
　　監　　事：松井哲郎（富士電機）
　　　 同 　：田中慶太（東京電機大学）
　D 部門
　　部 門 長：川上紀子（東芝三菱電機産業システム）
　　和文論文誌編修長：星　伸一（東京理科大学）
　　英文論文誌編修長：横山智紀（東京電機大学）
　　副部門長：水谷良治（古河電気工業）
　　　 同 　：小坂　卓（名古屋工業大学）
　　総務企画担当：南方英明（千葉工業大学）
　　　 同 　：林屋　均（東日本旅客鉄道）
　　会計担当：榎本裕治（日立製作所）
　　　 同 　：貝塚正明（本田技術研究所）
　　編修広報担当：伊東淳一（長岡技術科学大学）
　　　 同 　：岩路善尚（茨城大学）
　　研究調査担当：浦壁隆浩（三菱電機）
　　　 同 　：和田圭二（首都大学東京）
　　国際担当委員長：赤津　観（芝浦工業大学）
　　国際担当副委員長：近藤圭一郎（早稲田大学）
　　監　　事：廣瀬圭一（NTT ファシリティーズ）
　　　 同 　：藤本博志（東京大学）
　E 部門
　　部 門 長：前中一介（兵庫県立大学）
　　副部門長：小野崇人（東北大学）
　　　 同 　：安部　隆（新潟大学）

　　　 同 　：清治岳彦（日立製作所）
　　　 同 　：松本　聡（芝浦工業大学）
　　　 同 　：芹澤善積（電力中央研究所）
　　　 同 　：南　裕二（東芝エネルギーシステムズ）
　　　 同 　：藤岡直人（関西電力）
　　　 同 　：大石　潔（長岡技術科学大学）
　　　 同 　：大穀晃裕（三菱電機）
　　専務理事：藤原　昇（電気学会）
　　部門担当理事（A部門）：西川宏之（芝浦工業大学）
　　部門担当理事（ B 部門）：吉村健司（電力中央研究所）
　　部門担当理事（ C 部門）：神保泰彦（東京大学）
　　部門担当理事（D部門）：川上紀子（東芝三菱電機産業システム）
　　部門担当理事（ E 部門）：前中一介（兵庫県立大学）
　　支部担当理事（北海道）：藤井　裕（北海道電力）
　　支部担当理事（東北）：吉澤　誠（東北大学）
　　支部担当理事（東京）：岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
　　支部担当理事（東海）：豊田浩孝（名古屋大学）
　　支部担当理事（北陸）：田岡久雄（福井大学）
　　支部担当理事（関西）：田所通博（三菱電機）
　　支部担当理事（中国）：平木英治（岡山大学）
　　支部担当理事（四国）：皆本佳計（新居浜工業高等専門学校）
　　支部担当理事（九州）：山科秀之（九州電力）
　　監　　事：勝野　徹（富士電機）
　　　 同 　：小野利喜（九州電力）

（2）令和元年度部門役員
　A 部門
　　部 門 長：西川宏之（芝浦工業大学）
　　編 修 長：永田正義（兵庫県立大学）
　　副部門長：武藤浩隆（三菱電機）
　　　 同 　：加藤景三（新潟大学）
　　総務企画担当：山城啓輔（富士電機）
　　　 同 　：岡本徹志（東芝インフラシステムズ）
　　会計担当：藏田保幸（明電舎）
　　　 同 　：遠藤　久（日立製作所）
　　編修担当：小田昭紀（千葉工業大学）
　　　 同 　：間中孝彰（東京工業大学）
　　研究調査担当：髙橋俊裕（電力中央研究所）
　　　 同 　：加藤剛志（名古屋大学）
　　監　　事：髙木浩一（岩手大学）
　　　 同 　：岡本達希（関東学院大学）
　B 部門
　　部 門 長：吉村健司（電力中央研究所）
　　副部門長：蘆立修一（東京電力ホールディングス）
　　　 同 　：石亀篤司（大阪府立大学）
　　総務企画担当：鏡　敏朗（東芝エネルギーシステムズ）
　　　 同 　：松田紀彦（日立製作所）
　　会計担当：箱田　清（中部電力）
　　　 同 　：高木　浩（三菱電機）
　　編修担当：澤　敏之（日立製作所）
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　　監　　事：家名田敏昭（東北文化学園大学）
　東京支部
　　支 部 長：岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
　　総務企画幹事：濱田　浩（東京電力ホールディングス）
　　　 同 　：小林武則（東芝エネルギーシステムズ）
　　会計幹事：市川路晴（電力中央研究所）
　　　 同 　：福水正隆（日立製作所）
　　協 議 員：岩尾　徹（東京都市大学）
　　　 同 　：大木義路（早稲田大学）
　　　 同 　：岡田弘志（日立製作所）
　　　 同 　：書上　進（電源開発）
　　　 同 　：桂誠一郎（慶應義塾大学）
　　　 同 　：桑畑周司（東海大学）
　　　 同 　：腰塚　正（東京電機大学）
　　　 同 　：西野　宏（フジクラ）
　　　 同 　：△橋本誠司（群馬大学）
　　　 同 　：馬場旬平（東京大学）
　　　 同 　：羽深俊一（東芝エネルギーシステムズ）
　　　 同 　：保原夏朗（東京電力ホールディングス）
　　　 同 　：堀井博夫（日立製作所）
　　　 同 　：松澤　勝（三菱電機）
　　　 同 　：宮村尚孝（富士電機）
　　　 同 　：△柳平丈志（茨城大学）
　　　 同 　：相川慎也（工学院大学）
　　　 同 　：井上秀幸（日本電気）
　　　 同 　：浦野昌一（明治大学）
　　　 同 　：沖野晃俊（東京工業大学）
　　　 同 　：△金子裕良（埼玉大学）
　　　 同 　：栗原隆史（電力中央研究所）
　　　 同 　：△江　偉華（長岡技術科学大学）
　　　 同 　：佐伯憲一（日本製鉄）
　　　 同 　：△佐久間洋志（宇都宮大学）
　　　 同 　：島岡一博（産業技術総合研究所）
　　　 同 　：△高野明夫（沼津工業高等専門学校）
　　　 同 　：△辻　隆男（横浜国立大学）
　　　 同 　：成澤省一（東京電力パワーグリッド）
　　　 同 　：原　徳幸（明電舎）
　　　 同 　：藤本康孝（横浜国立大学）
　　　 同 　：宮武昌史（上智大学）
　　　 同 　：△矢野浩司（山梨大学）
　　　 同 　：山本貴光（鉄道総合技術研究所）
　　　 同 　：△脇本隆之（千葉工業大学）
　　監　　事：堤富士雄（電力中央研究所）
　　　 同 　：黒瀬　健（三菱電機）
　東海支部
　　支 部 長：豊田浩孝（名古屋大学）
　　総務企画幹事：山本真義（名古屋大学）
　　　 同 　：吉山総志（中部電力）
　　会計幹事：北川　亘（名古屋工業大学）

　　総務企画担当：藤田孝之（兵庫県立大学）
　　　 同 　：長谷川有貴（埼玉大学）
　　会計担当：戸津健太郎（東北大学）
　　　 同 　：青野宇紀（日立製作所）
　　編修担当：峯田　貴（山形大学）
　　　 同 　：河野剛士（豊橋技術科学大学）
　　研究調査担当：角田正也（シスメックス）
　　　 同 　：工藤寛之（明治大学）
　　監　　事：小西　聡（立命館大学）
　　　 同 　：年吉　洋（東京大学）

（3）令和元年度支部役員
　△印は支所長を示す
　北海道支部
　　支 部 長：藤井　裕（北海道電力）
　　総務企画幹事：草野　崇（北海道電力）
　　　 同 　：渡辺浩太（室蘭工業大学）
　　会計幹事：吉田隆彦（北海道電力）
　　　 同 　：折川幸司（北海道大学）
　　協 議 員：青柳　学（室蘭工業大学）
　　　 同 　：井口　傑（旭川工業高等専門学校）
　　　 同 　：一戸昌則（北海道科学大学）
　　　 同 　：鈴木恵二（公立はこだて未来大学）
　　　 同 　：土田徳造（北海道旅客鉄道）
　　　 同 　：三島裕樹（函館工業高等専門学校）
　　　 同 　：片山幸一（北海道電力）
　　　 同 　：高橋理音（北見工業大学）
　　　 同 　：富田一臣（日本製鉄）
　　　 同 　：原　亮一（北海道大学）
　　監　　事：小林孝一（北海道大学）
　東北支部
　　支 部 長：吉澤　誠（東北大学）
　　総務企画幹事：高橋和貴（東北大学）
　　　 同 　：千田卓二（東北電力）
　　会計幹事：堀越和宏（東北電力）
　　　 同 　：加納剛史（東北大学）
　　協 議 員：岩井克全（仙台高等専門学校）
　　　 同 　：郭　海蛟（東北学院大学）
　　　 同 　：△菊池弘昭（岩手大学）
　　　 同 　：工藤英明（東北電力）
　　　 同 　：△高梨宏之（日本大学）
　　　 同 　：千葉正宏（東北電力）
　　　 同 　：中村健二（東北大学）
　　　 同 　：佐藤文博（東北学院大学）
　　　 同 　：田倉哲也（東北工業大学）
　　　 同 　：西郡幸春（東日本旅客鉄道）
　　　 同 　：△花田一磨（八戸工業大学）
　　　 同 　：△三浦　武（秋田大学）
　　　 同 　：△南谷靖史（山形大学）
　　　 同 　：守山　寛（ユアテック）



51

　　　 同 　：瀬越忠男（パナソニック）
　　　 同 　：辻田勝吉（大阪工業大学）
　　　 同 　：美舩　健（京都大学）
　　　 同 　：山崎直哉（住友電気工業）
　　　 同 　：吉田周平（近畿大学）
　　　 同 　：相原　徹（西日本旅客鉄道）
　　　 同 　：石飛　学（奈良工業高等専門学校）
　　　 同 　：井上　馨（同志社大学）
　　　 同 　：小倉慎太郎（日新電機）
　　　 同 　：小田　昇（関西鉄道協会）
　　　 同 　：久保　理（大阪大学）
　　　 同 　：高間康弘（関西電力）
　　　 同 　：田中　剛（ダイヘン）
　　　 同 　：松尾浩之（富士電機）
　　　 同 　：吉岡理文（大阪府立大学）
　　　 同 　：米森秀登（神戸大学）
　　監　　事：濱田昌司（関西大学）
　　　 同 　：坂口恭生（住友電気工業）
　中国支部
　　支 部 長：平木英治（岡山大学）
　　総務企画幹事：七戸　希（岡山大学）
　　　 同 　：松葉重樹（中国電力）
　　会計幹事：小野　進（中国電力）
　　　 同 　：間屋口信博（中電工）
　　協 議 員：麻原寛之（岡山理科大学）
　　　 同 　：今尾浩也（松江工業高等専門学校）
　　　 同 　：大木　誠（鳥取大学）
　　　 同 　：重國知之（東ソー）
　　　 同 　：寺西雄二（中国電機製造）
　　　 同 　：中本昌由（広島大学）
　　　 同 　：日髙良和（宇部工業高等専門学校）
　　　 同 　：髙橋明子（岡山大学）
　　　 同 　：廿日出好（近畿大学）
　　　 同 　：丸谷祐司（JFE スチール）
　　　 同 　：吉田義昭（広島工業大学）
　　監　　事：岡村幸壽（中電技術コンサルタント）
　四国支部
　　支 部 長：皆本佳計（新居浜工業高等専門学校）
　　総務企画幹事：加藤克巳（新居浜工業高等専門学校）
　　　 同 　：田中達治（阿南工業高等専門学校）
　　会計幹事：横山隆志（新居浜工業高等専門学校）
　　　 同 　：木村優也（住友共同電力）
　　協 議 員：漆原史朗（香川高等専門学校）
　　　 同 　：尾崎良太郎（愛媛大学）
　　　 同 　：加藤直亮（住友共同電力）
　　　 同 　：菅　史夫（四国総合研究所）
　　　 同 　：北條昌秀（徳島大学）
　　　 同 　：石橋次郎（四国電力）
　　　 同 　：高尾英邦（香川大学）

　　　 同 　：雪田和人（愛知工業大学）
　　協 議 員：王　道洪（岐阜大学）
　　　 同 　：酒井啓資（日本ガイシ）
　　　 同 　：鈴木聖二（愛知電機）
　　　 同 　：高木康夫（大同大学）
　　　 同 　：長尾伸二（東芝産業機器システム）
　　　 同 　：光本真一（豊田工業高等専門学校）
　　　 同 　：横水康伸（名古屋大学）
　　　 同 　：有賀信雄（シンフォニアテクノロジー）
　　　 同 　：梅野孝治（豊田中央研究所）
　　　 同 　：坂上泰久（中部電力）
　　　 同 　：曽根原誠（信州大学）
　　　 同 　：滝川浩史（豊橋技術科学大学）
　　　 同 　：田畑壮章（富士電機）
　　　 同 　：津田紀生（愛知工業大学）
　　　 同 　：長谷川勝（中部大学）
　　　 同 　：安井晋示（名古屋工業大学）
　　　 同 　：山田隆弘（デンソー）
　　　 同 　：山中三四郎（名城大学）
　　監　　事：岩蕗寛康（三菱電機）
　北陸支部
　　支 部 長：田岡久雄（福井大学）
　　総務企画幹事：朝倉　茂（北陸電力）
　　　 同 　：伊藤弘昭（富山大学）
　　会計幹事：上町俊幸（石川工業高等専門学校）
　　　 同 　：川村裕直（北陸電力）
　　協 議 員：秋山　肇（福井工業高等専門学校）
　　　 同 　：宇野敦司（北陸電力）
　　　 同 　：柿川真紀子（金沢大学）
　　　 同 　：寺島　訓（北陸電機製造）
　　　 同 　：直江伸至（国際高等専門学校）
　　　 同 　：西島健一（富山高等専門学校）
　　　 同 　：茂呂征一郎（福井大学）
　　　 同 　：清田恭平（富山大学）
　　　 同 　：桒島史欣（福井工業大学）
　　　 同 　：齊田　茂（関西電力）
　　　 同 　：澤井　圭（富山県立大学）
　　　 同 　：津田敏宏（金沢工業大学）
　　　 同 　：山田俊明（北陸電力）
　　監　　事：金邉　忠（福井大学）
　関西支部
　　支 部 長：田所通博（三菱電機）
　　総務企画幹事：皆川忠郎（三菱電機）
　　　 同 　：真田雅之（大阪府立大学）
　　会計幹事：松久光儀（関西電力）
　　　 同 　：佐藤伸吾（関西大学）
　　協 議 員：上田晃司（三菱電機）
　　　 同 　：柿ヶ野浩明（立命館大学）
　　　 同 　：菊池祐介（兵庫県立大学）
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　　　 同 　：寺西研二（徳島大学）
　　　 同 　：八田章光（高知工科大学）
　　　 同 　：松木寿夫（三菱電機）
　　　 同 　：本村英樹（愛媛大学）
　　監　　事：田中貴之（四国電力）
　九州支部
　　支 部 長：山科秀之（九州電力）
　　総務企画幹事：小迫雅裕（九州工業大学）
　　　 同 　：中野道彦（九州大学）
　　会計幹事：福島賢一（九州電力）
　　　 同 　：藤瀬伸浩（九州電力）
　　協 議 員：今坂公宣（九州産業大学）
　　　 同 　：△浦崎直光（琉球大学）
　　　 同 　：清武博文（大分工業高等専門学校）
　　　 同 　：田邉　隆（三菱重工業）
　　　 同 　：筒井宏次（東芝三菱電機産業システム）
　　　 同 　：土橋正武（日本製鉄）
　　　 同 　：浜崎真一（長崎大学）
　　　 同 　：原　重臣（佐賀大学）
　　　 同 　：光木文秋（熊本大学）
　　　 同 　：村田純一（九州大学）
　　　 同 　：李　羲頡（早稲田大学）
　　　 同 　：青木振一（崇城大学）
　　　 同 　：井上昌睦（福岡工業大学）
　　　 同 　：川崎敏之（西日本工業大学）
　　　 同 　：後藤雄治（大分大学）
　　　 同 　：小浜輝彦（福岡大学）
　　　 同 　：千住智信（琉球大学）
　　　 同 　：武居　周（宮崎大学）
　　　 同 　：八野知博（鹿児島大学）
　　　 同 　：松平和之（九州工業大学）
　　　 同 　：吉見太佑（安川電機）
　　監　　事：髙崎真司（九州電力）

（4）令和元年度代議員（92 名）
　 　任期は平成 30 年 2 月 28 日～ 2 年後に実施される代議

員選挙終了の時まで
朝倉　茂（北陸電力）
安部　隆（新潟大学）
五十嵐一（北海道大学）
石亀篤司（大阪府立大学）
伊藤久徳（中部電力）
井堀春生（愛媛大学）
今井伸一（東京電力パワーグリッド）
江口直也（富士電機）
大川剛直（神戸大学）
大久保昌利（関西電力）
大熊康浩（富士電機）
大崎博之（東京大学）
大西公平（慶應義塾大学）

大橋剛介（静岡大学）
大山　力（横浜国立大学）
岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
尾﨑雅則（大阪大学）
小野　靖（東京大学）
加来昌典（宮崎大学）
勝野　徹（富士電機）
金岡伸治（四国電力）
河村篤男（横浜国立大学）
上町俊幸（石川工業高等専門学校）
金　錫範（岡山大学）
久保川淳司（広島工業大学）
栗原郁夫（元 電力中央研究所）
黒瀬　健（三菱電機）
小島　崇（豊田中央研究所）
斎藤英揮（東芝エネルギーシステムズ）
酒井祐之（電気学会）
柵山正樹（三菱電機）
佐藤育子（東京電力エナジーパートナー）
佐藤孝紀（室蘭工業大学）
佐藤　充（中部電力）
塩原亮一（日立製作所）
柴田正史（日立製作所）
島田敏彦（東京電力パワーグリッド）
島田道宏（古河電気工業）
清水敏久（首都大学東京）
庄子習一（早稲田大学）
白井康之（京都大学）
新藤孝敏（電力中央研究所）
神保泰彦（東京大学）
芹澤善積（電力中央研究所）
曽根光男（東海大学）
田岡久雄（福井大学）
高橋和貴（東北大学）
田倉哲也（東北工業大学）
竹島尚弘（関西電力）
田所通博（三菱電機）
田中幸二（日立製作所）
田邉　隆（三菱重工業）
田畑　修（京都大学）
玉井伸三（東芝三菱電機産業システム）
玉置　久（神戸大学）
堤富士雄（電力中央研究所）
寺井清寿（東芝インフラシステムズ）
寺尾京平（香川大学）
寺地　進（東京電力ホールディングス）
戸高　孝（大分大学）
豊田浩孝（名古屋大学）
中川聡子（東京都市大学）
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中本高道（東京工業大学）
中本哲哉（東芝エネルギーシステムズ）
浪平隆男（熊本大学）
西川宏之（芝浦工業大学）
西田直人（東芝）
白銀隆之（関西電力）
橋本雄一（大同大学）
長谷川隆章（住友電気工業）
日髙邦彦（東京大学）
日髙良和（宇部工業高等専門学校）
平木英治（岡山大学）
蛭間淳之（デンソー）
福井伸太（東洋大学）
福永　香（情報通信研究機構）
藤島友之（長崎大学）
堀越和宏（東北電力）
松本　聡（芝浦工業大学）
松本光裕（東北電力）
三上貞芳（公立はこだて未来大学）
水野幸男（名古屋工業大学）
皆川忠郎（三菱電機）
孟　志奇（福岡大学）
森　一之（三菱電機）
安田恵一郎（首都大学東京）
矢野　徹（三菱電機）
山口　博（関東電気保安協会）
山本直幸（日立製作所）
山本真義（名古屋大学）
横山明彦（東京大学）
吉村健司（電力中央研究所）

（5）令和元年度有識者会議委員（69 名）
　　本部代表：生駒昌夫（きんでん）
　　　 同 　：市川弥生次（中部電力）

伊藤久徳（中部電力）
江口直也（富士電機）
大久保昌利（関西電力）
大熊康浩（富士電機）
大西公平（慶應義塾大学）
大山　力（横浜国立大学）
小野　靖（東京大学）
小橋秀一（三菱電機）
斎藤英揮（東芝エネルギーシステムズ）
佐藤育子（東京電力エナジーパートナー）
新藤孝敏（電力中央研究所）
竹下隆晴（名古屋工業大学）
田中幸二（日立製作所）
中本哲哉（東芝エネルギーシステムズ）
日髙邦彦（東京大学）
福井伸太（東洋大学）

安田恵一郎（首都大学東京）
山口　博（関東電気保安協会）
山本直幸（日立製作所）
横山明彦（東京大学）

　　部門代表：清水敏久（首都大学東京）
　　　 同 　：鈴木博章（筑波大学）

芹澤善積（電力中央研究所）
田畑　修（京都大学）
寺井清寿（東芝インフラシステムズ）

〈福井伸太（東洋大学）〉※
福永　香（情報通信研究機構）
宮崎道雄（関東学院大学）

　　支部代表：五十嵐一（北海道大学）
　　　 同 　：大崎博之（東京大学）

小笠原悟司（北海道大学）
下村直行（徳島大学）
白井康之（京都大学）
田苗　博（東北電力）
田中俊彦（山口大学）
田中康規（金沢大学）
長谷川俊行（北陸電気保安協会）
服部哲郎（香川大学）
林　則行（宮崎大学）
匹田政幸（九州工業大学）
福島　透（中国電力）
松浦昌則（電力中央研究所）
松木英敏（東北大学）
松村年郎（愛知工業大学）
三浦良隆（関電システムソリューションズ）
横田岳志（東芝トランスポートエンジニアリング）

事業維持員代表：礒嶋茂樹（住友電気工業）
　　　 同 　：織戸浩一（三菱電機）

岡本　浩（東京電力パワーグリッド）
〈山本直幸（日立製作所）〉※
山田利之（東北電力）
伊藤孝充（明電舎）
土井義宏（関西電力）

〈市川弥生次（中部電力）〉※
松村基史（富士電機）
斉藤史郎（東　芝）
向山晋一（古河電気工業）
山﨑　尚（九州電力）

　　役　　員：中川聡子（東京都市大学）
　　　 同 　：〈斉藤史郎（東　芝）〉※

今井伸一（東京電力パワーグリッド）
清治岳彦（日立製作所）
松本　聡（芝浦工業大学）

〈芹澤善積（電力中央研究所）〉※
南　裕二（東芝エネルギーシステムズ）
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3．会議等に関する事項【定款第 4，6章】
　会議・委員会等を以下のとおり開催する。

（1）通常総会
　 　令和元年 5 月 30 日（木）に第 107 回通常総会を都市

センターホテルにて開催予定。
（2）理事会
　　年度内に 6 回開催予定。

（3）各種会議・委員会等
　 　各会議体・委員会は各事業体の事業計画に基づいて必

要に応じ開催し，主要会議等は下記の回数を予定する。
　　有識者会議：1 回　
　　経営戦略会議：適宜
　　経営企画委員会：10 回（幹事会 5 回を含む）
　　　新進会員活動委員会：5 回
　○総務企画関連
　　総務会議：5 回
　　　技術者教育委員会（部会等含む）：28 回
　　　広報委員会：3 回
　　　IEEJ プロフェッショナル運営委員会：2 回
　　倫理委員会（幹事会，WG 含む）：13 回
　　表彰委員会：3 回
　　顕彰委員会（小委員会含む）：8 回
　○財務会計関連
　　会計会議：5 回
　○編修出版関連
　　編修会議：4 回
　　　編修委員会（部会を含む）：27 回
　　　出版事業委員会（部会を含む）：9 回
　○研究調査関連
　　研究調査会議：４回
　　　全国大会委員会（小委員会含む）：4 回
　　国際活動委員会：4 回
　　電気規格調査会：７．に記載する。
　○部門関連
　　部門役員会
　　　Ａ部門：5 回，Ｂ部門：5 回，Ｃ部門：5 回，
　　　Ｄ部門：5 回，Ｅ部門：5 回
　○支部関連
　　支部報告会：適宜
　　　支部役員会：適宜

4．�研究発表会・講演会・講習会および見学会の開催に関
する事項【定款第 4条 1号】

（1）全国大会の充実
　 　企画内容の充実とサービス向上をはかり講演者，聴講

者の増加を目指す。
　 　令和2年3月11日～13日 東京電機大学にて開催予定。

（2）総合力を発揮した支部活動
　 　本部・部門と連携しつつ地域に密着した活動を展開

し，技術交流や技術研鑽の場の提供を通じ会員サービス
に努め，あわせて会員増加を図る。また，これらの活動
においては IEEJ プロフェッショナルの協力を得る。支
部における講演会，講習会，見学会などの開催計画は下
表のとおりである。

（3）総合力を発揮した部門活動
　 　本部・支部と連携しつつ各部門の特徴やコア技術を生

かしつつ，新規分野の取り込みや他部門他学協会との連
携などの将来展開を考慮して活力ある活動を展開する。
部門大会等の開催計画は次表のとおりである。

5．会誌および図書の発行に関する事項【定款第 4条 2号】
（1）電気学会誌・論文誌の更なる充実
　 　学会誌は，広範囲な分野から分かりやすく読みやすい

記事の企画・掲載に努める。また，気軽に読める記事
「コーヒーブレイク」を引き続き掲載する。

　 　電子投稿・査読システムの安定的な運用に努め，論文
の査読期間の短縮を図る。投稿論文に対して引き続き剽
窃チェックを実施し，論文誌の質の向上に努める。

（2）国際化活動の更なる推進
　 　共通英文論文誌（TEEE）の毎月発行に伴うページ数

増加により，論文掲載までの期間短縮を図る。また，イ
ンパクトファクター（IF）の向上を目指して，著名な

支部 北海道 東北 東京 東海 北陸 関西 中国 四国 九州 計

支部連合大会等 1 1 1 1 1 1 1 1 1 9

一般
向け

講 演 会 1 0 22 1 6 18 1 0 1 50
講 習 会 2 0 1 0 0 1 3 6 0 13
見 学 会 1 1 14 2 1 2 0 0 1 22

専門家
向け

講 演 会 8 29 4 8 1 1 12 5 10 78
講 習 会 1 0 5 2 1 3 2 2 1 17
見 学 会 1 0 11 2 0 1 3 4 2 24

発 表 会 関 係 1 1 10 2 2 1 1 1 3 22
そ　　の　　他 0 8 17 16 3 9 6 1 5 65

計 16 40 85 34 15 37 29 20 24 300

大会名 開催場所 開催日
A 部門大会 岩手大学（岩手） 2019 .9 . 3 ～  4
B 部門大会 広島工業大学（広島） 2019 .9 . 3 ～  6
C 部門大会 琉球大学（沖縄） 2019 .9 . 4 ～  7
D 部門大会 長崎大学（長崎） 2019 .8 . 20 ～  22
E 部門大会（「セ
ンサ・マイクロ
マシンと応用シ
ステム」シンポ
ジウム）

アクトシティ浜松（静岡） 2019 .11 . 19 ～ 21

藤岡直人（関西電力）
大石　潔（長岡技術科学大学）
大穀晃裕（三菱電機）
藤原　昇（電気学会）
勝野　徹（富士電機）
小野利喜（九州電力）

重複者は〈氏名〉※ と記載
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方の執筆による解説論文を掲載するなど，効果が期待さ
れる方策を推進していく。さらに，アジアのキーパーソ
ンを取り込む方策を検討していく。

　 　なお，D 部門英文論文誌の早期の SCI 登録申請に向
けて，引き続き有効な方策を検討・実施していく。

（3）会誌の発行計画は以下のとおり。
　（a）学会誌
　　　発行回数：12 回
　　　年間発行ページ数：948 ページ（含広告）
　　　発行部数：約 25 .2 万部／年
　　　掲載記事の企画は編修委員会で検討する。
　（b）論文誌（部門誌）
　　　発行回数：12 回／部門
　　　 ページ数は以下のとおり。D 部門は英文論文誌 D

（年 6 回発行）を含む

　（c）共通英文論文誌
　　　発行回数：12 回（毎月発行）
　　　ページ数：約 1 ,800 ページ

（4）時代の動向や社会のニーズをとらえた出版推進
　 　教科書の分量・内容・価格など教育現場に即した企

画・出版を行い，採用増加を図る。
　 　教科書・専門書・啓発書で新刊 4 点の出版を目標とする。

（5）教科書等の発行計画は以下のとおり。
　（a）教科書・専門書・技術啓発書

　（b）技術報告新刊

6．調査・研究の実施に関する事項【定款第 4条 3号】
（1）活動範囲の拡大
　 　「電気システムセキュリティ特別技術委員会」の下部

に設置した「自律走行システムにおける電磁的セキュリ
ティ特別調査専門委員会」は，具体的な調査活動を開始
する。また，会長スローガンに基づく取り組みとして，
平成 30 年 9 月に発生した北海道ブラックアウトの教訓
を，次世代電気エネルギーシステムの形成・運営に活か
すことを目的とした「防災・減災のための電気エネルギ
ーセキュリティ特別調査専門委員会（仮称）」を設置
し，具体的な検討を開始する。

（2）一般社会向け公開シンポジウムの実施
　 　平成 30 年度に開催した “北海道ブラックアウト” を

テーマとした公開シンポジウム（於　日本学術会議）の

A 部門 B 部門 C 部門 D 部門 E 部門 合計
ペ ー ジ 数 760 920 2 ,200 1 ,650 600 6 ,130

種別
教科書・専門書 技術啓発書 合計

新刊 重版 計 新刊 重版 計 新刊 重版 計
発行点数 3 24 27 1 0 1 4 24 28
発行部数 4,800 17 ,750 22 ,550 1 ,400 0 1 ,400 6 ,200 17 ,750 23 ,950

A 部門 B 部門 C 部門 D 部門 E 部門 合計
発 行 点 数 6 14 3 4 0 27
発 行 部 数 930 3 ,500 300 1 ,000 0 5 ,730

地方開催を視野に入れるなど，社会ニーズを勘案し，タ
イムリーに実施していく。

（3）学術情報システムの円滑な運営と拡大
　 　現在，国立情報学研究所（NII）が運営する情報学ひ

ろばに収蔵中の研究会資料・大会論文ともに国際会議論
文の収蔵も積極的に進める。

（4）研究調査活動のための委員会活動は以下のとおり。
　（a）各種委員会の開催回数

　（b）新設委員会数

　（c）解散委員会数

　（d）研究会発表論文件数

7．標準の制定に関する事項【定款第 4条 3号】
　 　電気機械器具及び材料などの標準化に関する事項を調

査審議し，電気分野における標準化を通して，広く社会
に貢献することを目的として，下記に重点を置き活動を
推進する。

　　1． 電気規格調査会（JEC）規格の制定・改正及び普及
　　2．国際電気標準会議（IEC）規格に係わる審議
　　3．日本工業規格（JIS）原案の作成
　　4．国内外の標準化機関との協力及び連携
　　5．電気規格調査会功績賞及び功労賞の顕彰
　　6． IEC 関連の国際会議日本開催及び国際会議旅費支援
　　7．IEC 規格に係る委託事業の推進
　具体的な計画に関しては下記を予定する。

（1）標準規格の普及推進
　 　JEC 規格の制定・改正に合わせた JEC 規格の講習会

開催，情報公開等による JEC 規格販売促進を継続実施し
ていく。あわせて，電気専門用語集 Web 化に取り組む。

（2）国際標準規格の開発推進
　 　国内外標準化機関との協力及び連携をはかり，スマー

トグリッド・UHV 関連技術をはじめとし，日本発の規
格の国際標準化提案活動を引き続き推進する。また，
IEC 規格に係る委託事業を積極的に推進する。

A 部門 B 部門 C 部門 D 部門 E 部門 合計
運営委員会 5 4 5 4 5 23
技術委員会 40 40 46 58 10 194
専門委員会 90 99 180 150 22 541
研 究 会 57 28 60 60 13 218

合計 192 171 291 272 50 976

A 部門 B 部門 C 部門 D 部門 E 部門 合計
技術委員会 0 0 0 0 0 0
専門委員会 8 7 23 19 3 60

合計 8 7 23 19 3 60

A 部門 B 部門 C 部門 D 部門 E 部門 合計
技術委員会 0 0 0 0 0 0
専門委員会 8 12 19 16 3 58

合計 8 12 19 16 3 58

部　　門 A 部門 B 部門 C 部門 D 部門 E 部門 合計
件 数 930 700 600 900 165 3 ,295
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（3）事業維持員ほかへの広報の推進
　 　標準規格の制定・改正に参画された委員への感謝状の

贈呈や事業維持員へのお礼状の発行などを実施する。さ
らに，JEC 功績賞・功労賞表彰式等の学会誌以外のマス
メディアでの掲載を働きかける。

（4）委員会の開催数

8．功績の表彰に関する事項【定款第 4条 4号】
（1）電気技術顕彰制度「でんきの礎」の発展
　 　「でんきの礎」の第 13 回顕彰を実施する。全国大会で

の授与式を継続開催し更なる周知拡大を図る。
（2）名誉員の推薦・フェローの充実
　 　名誉員資格条件を満たす者を，名誉員として推薦する。
　　また，フェローの認定を継続し拡大を図る。

（3）表彰
　 　功績賞 1 件，業績賞 6 件および電気学術振興賞（進歩

賞：9 件，論文賞：9 件，著作賞：1 件），優秀技術活動
賞（技術報告賞：9 件，グループ著作賞：1 件以内），特
別活動賞：2 件以内の表彰を行う。

（4）上級会員・IEEJ プロフェッショナルの認定
　 　電気技術の専門家で電気学会の諸活動への貢献があ

り，申請基準を満たす会員を，上級会員に認定する。
　 　IEEJ プロフェッショナルの活動範囲の拡大に対応す

べく認定者の増大を図る。
（5）電気規格調査会表彰
　　標準化活動への貢献者の表彰を行う。

（6）学術振興助成
　　大会ならびに研究会における優秀論文の表彰
　賞Ａ　部門大会・研究会の論文：80 件
　賞Ｂ　全国大会・支部大会の論文：120 件

9．教育に関する事項【定款第 4条 5号】
（1）技術者教育の着実な推進と体制の整備
　 　他団体（日本工学会 CPD 協議会，電気電子・情報系

CPD 協議会，日本技術士会等）と連携して CPD に関す
る情報収集・意見交換を行い，会員に供する CPD 対象
プログラムの拡大を図る。

（2）JABEE 認定審査事業の着実な取り組み
　 　3 分野において着実に認定審査を実施する。また，

JABEE 審査員講習会の開催を実施する。
（3）IEEJ プロフェッショナル活動の拡大

会　　議　　名 開催数
規格委員会総会 1
規格役員会 6
標準化戦略委員会 6
表彰委員会 1
IEC 国際活動支援審査委員会 4
部会 25
標準化委員会・IEC 国内委員会 179
JIS 原案作成委員会 20

合　　　　計 242

　 　シニアパワーの活躍による学会活動の活性化に向け
て，IEEJ プロフェッショナルの活動範囲の拡大，それ
ら活動に対する支援の強化を検討する。

（4）技術者倫理教育に関する恒常的活動の推進
　 　技術者倫理研修会やフォーラムの開催，技術者倫理事例

集の販売促進など，技術者倫理教育に対する支援を行う。
（5）電気系の高等教育支援の推進
　　電気学会寄付講義を 23 校で開講する。

（6）若年層の理科・科学・技術離れへの対応
　 　初等中等教育を主な対象とする教育支援資金の活用推

進を図る。
　 　日本工学会の「科学技術人材育成コンソーシアム」に積

極的に参画し，初等中等教育支援などの活動推進を図る。
（7）一般の方々の電気技術に対する関心と理解を高める
　 　次代を担う若者を含む一般の方々を読者想定して発行

された小冊子，「電気の知識を深めようシリーズ」を教
育に活用するための関連教材の整備，機会の開拓と体制
の整備を図る。

10．�国内外の関係学術団体との協力および連携に関する事
項【定款第 4条 6号】

（1）国際活動の積極的推進と国際活動が容易にできる仕組
みの構築

　 　ICEE（電気技術国際会議）2019 香港大会の開催と，
ISPSD2019（上海）の準備，開催支援および ICEE2020
高松大会開催に向けて関係個所と連携し準備を進める。

　 　また，ICEE 国際ジャーナルの的確な発行を行うとと
もに，広報委員会と連携をとり，英文 HP の充実を図
り，海外や外国人留学生に向けての広報活動を推進する。

　 　国際的なステータス向上策の検討と海外学会等との連
携方策の検討を行う。

（2）広範な学会活動の推進
　 　電気・情報関連学会連絡協議会などの電気情報関連学

会や，日本学術会議，日本工学会，日本機械学会，日本
技術士会等との定例懇談会など関係団体との協議の場を
継続し，意見交換や諸活動の協調・連携を図る。

（3）国際交流助成
　 　対象　 外国学会との交流で海外の研究者・技術者を招

聘するための助成（最大 10 件）
　　　　　 海外で開催される国際会議出席者に対する補助

（最大 20 件）
　　　　　 海外で開催される電力技術に関する国際的会合

の出席者への補助（最大 4 件）
　　助成総額　159 .6 万円

（4）学術団体の講演会等の共催・協賛・後援
（5）各種団体の研究助成候補者の推薦

11．その他法人運営等に関する事項
（1）一般社団法人としての的確な運営
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　 　平成 24 年度の一般社団法人へ移行後の定款および関
連諸規定に基づく法人運営を的確かつ円滑に行う。

　 　公益目的支出計画の継続事業を予算に基づき着実に実
行する事で，公益目的支出計画を推進する。

（2）グランドデザインのアクションプランの検討，実施
　 　理事会および経営企画委員会を中心に，グランドデザ

イン～学会の行動目標と重点的に進める 4 つの活動～を
具体的に推進するためのアクションプランについて，学
会の魅力向上・会員メリット向上と，中長期的財政基盤
の改善を考慮して検討してゆく。

（3）新予算方式の運用
　 　平成 28 年度から，各事業の目的・性格等の明確化お

よび自律的改善の促進をめざした新予算方式を導入し，
このなかで部門積立金制度，戦略的事業，社会貢献プレ
ゼンス事業の指定と予算枠設定，会費の使途指定や配賦
等の仕組みを設け，活動の活性化を図っている。

　 　令和元年度も新予算方式の下で事業を行い，必要によ
り随時改善を行ってゆくこととする。

（4）学会の収支改善に向けた検討
　 　会員数確保，収支改善を進めるため，論文誌や大会の

価値を高めることが肝要，との考えに立って事業を進める。
（5）国際化活動
　 　平成 28 年度会長提言として国際化活動についての方

向性および国際化推進ビジョンについて全体合意した。
即ち，電気学会は，高度な専門家集団として，よりグロ
ーバルな情報発信力とグローバルポジションを高め，社
会への貢献を担うこと。英文論文誌の価値向上，国際会
議の拡充の両輪で電気学会のグローバルポジション獲得

（世界／アジアの COE）を進めることである。
　 　共通英文論文誌については，平成 30 年 1 月に会員閲

覧の無料化，ページ数制約撤廃を実現しており，積極的
に特集を組み，IF 向上を図る。また，アジア地域との
連携強化を図るための具体的方策について調査検討を進
める。

　 　各部門の英文誌戦略を遂行し，D 部門は英文論文誌の
SCI 登録を目指した活動を継続する。

　 　国際会議開催について，ノウハウ共有，本部国際大会
活動（ICEE，ISPSD 等）の活性化，国際会議に繋がる
研究会の育成等を，国際活動委員会，各部門が取り纏め
て推進する。

（6）国際会議の活性化
　 　国際活動委員会は，ICEE 日本委員会と連携して

ICEE をアジア中心の電気工学国際会議として活性化を
図るとともに，各部門が主体的に開催している国際会議
についても，活性化のため要望を踏まえたサポートを行
う。また，部門や技術委員会が開催する個別の研究会，
WS 等による国際交流拡大を推進する。

（7）新進会員活動委員会の活動
　 　学会の将来を担う若手中堅会員の意見要望を事業に反

映するため，経営企画委員会の下部に新進会員活動委員
会を設け，会員メリット向上，情報発信の強化を軸にし
た提案を行う。

　 　平成 29 年度に，学会 HP のモバイル機器対応，操作
性・ページ誘導の改善，SNS 発信機能追加等の改良を
広報委員会に提案し，平成 30 年度は本部 HP をリニュ
ーアルした。令和元年度は部門，支部，JEC，英語化の
リニューアルを戦略的事業予算を一部に適用して進め，
全体リニューアルを完了する。また，広報委員会傘下に
移行した SNS 運営 WG による学会情報発信，関連の委
員会が連動して改善を進める。

（8）部門横断活動の活性化
　 　平成 29 年度の会長スローガン「部門横断で未来のス

マート社会を！」に基づき，本部・部門が連携して
Society 5 .0 を軸とする電気学会の学術活動マッピング
を行い，平成 30 年度に各部門の関連委員会とのリンク
を付けて HP 掲載した。

　 　今年度は学会として今後取り組むべき事業や他学会と
連携して深めて行くべきテーマの方向付け検討を更に進
め，新しい領域での委員会活動の立ち上げや，シンポジ
ウム等を通じた情報発信を進める。

（9）イノベーションプラットフォーム
　 　平成 30 年度の会長スローガン「電気学会は広く社会

に開かれたイノベーションのプラットフォームを目指
す」に基づき，産・学連携強化に向け一層の学会の学術
活動の見える化を進める。

　 　北海道ブラックアウトを受けて，電気システムセキュ
リティー特別技術委員会傘下に「防災・減災のための電
気エネルギーセキュリティー特別調査専門委員会」を立
ち上げ，報告書やシンポジウムにより社会への情報発信
を行う。

　 　電気の知識の社会への発信活動について，外部機関と
の連携強化を図る。

（10）広報の充実
　 　経営企画委員会，新進会員活動委員会，広報委員会等

が連携して，学会 HP のモバイル機器対応や情報アクセ
ス性の改良を進めるとともに「SNS 運営 WG」を中心
に SNS（Facebook，Twitter，YouTube 等）を用いたタ
イムリーな情報発信，メールマガジンの活用，マスコミ
への定期的なプレスリリースなどを含めた効果的な広報
活動を推進する。

（11）社会への発信
　 　北海道ブラックアウトの発生に鑑み，必要により昨年

度に引き続いて公開シンポジウム等の開催を検討し，社
会に情報発信していく。

（12）キャンペーン月間「でんきの月」活動
　 　キャンペーン月間「でんきの月」に関する広報・啓発

活動（第 9 回イベント）の内容を再検討する。
 以上
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令和元年度収支予算
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